
応能割 賦課総額
（５０％）３億円

応益割 賦課総額
（５０％）３億円

所得割 賦課総額

３億円

均等割賦課総額

（７１％）

2億1,300万円

平等割賦課総額

（２９％）

8,700万円

Ａ町の賦課総額
６億円

Ａ町の
所得総額

４５億円で除す
（前提条件１）

Ａ町の
総被保険者数

８，０００人で除す
（前提条件２）

Ａ町の
総世帯数

４，８００世帯で除す
（前提条件３）

○市町村標準保険料率（理論値）（医療分）算出過程（例）

Ａ町の保険料収納必要総額
５億６，４００万円

これを標準的な収納率（９４％）で除す （５億６，４００万円÷０．９４）
（平成２９年度規模別平均収納率の被保険者数５，０００人以上１万人未満区分の収納率である９３．８８％
に基づく。なお，この事例においては，計算過程を分かりやすくするため，９４％で算出。）

Ａ町の納付金
（医療分）
７億円

Ａ町の歳入となる公費等

２億円

Ａ町の保健事業等の
取組に要する経費等

６，４００万円

－

＋

１ 応能割と応益割の比率
応能割と応益割の比率は，「４８．１：５１．９（※）」を基準に，所得水準の高い市町村は応能割

が高く，所得水準の低い市町村は応能割が低くなるように調整する。
⇒  この事例では，Ａ町の比率を，仮に「応能割：応益割＝５０：５０」と設定する。
※）今年度国から示された宮城県の所得係数であるβ値（０．９２７）に基づく。

２ 均等割と平等割の比率
均等割と平等割の比率は，７０：３０を基準に，世帯数が多い市町村は平等割が高く，世帯数が少

ない市町村は，平等割が少なくなるように調整する。
⇒  この事例では，Ａ町の比率を，仮に「均等割：平等割＝７１：２９」と設定する。

以下の前提条件により，Ａ町を仮定し算出。
○前提条件１：所得総額 ４５億円
○前提条件２：被保険者数 ８，０００人
○前提条件３：世帯数 ４，８００世帯

差 引
(7億-2億＋6,400万)

注）市町村標準保険料率は，あくまで「理論値」であり，実際の各市町村の保険料（税）率を示すものではない。

資料３－４

標準保険料率
（理論値）

所得割率 均等割額 平等割額

６．６７％ ２６，６２５円 １８，１２５円

プラス

マイナス


